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1 は じ め に

分益小作契約は，途上国のみならずアメリカのような先進国においても広く観察され，そ

れが選択される要因については，見解が分かれている。

Cheung [1969] は，不確実性も取引費用も無い，完全競争的市場のもとでは，分益小作契

約と定額小作契約は無差別であるとし，分益小作が選好されるのは，不確実性によるリスク

を分担する機能（危険分担仮説）と，情報の非対称性下において小作農との取引費用を抑制

する機能（取引費用仮説）によると指摘した。

その後，Stiglitz [1974] は，Pricipal-agent モデルにより，収量変動があり，小作農の生産

活動をモニターするのが困難であるような場合に，小作農が危険回避的で，地主が小作農よ

り危険回避的でない場合に分益小作契約が選択されるという，危険分担仮説を理論的に証明
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中部ジャワ農村での「小作農の資産規模が小さいほど，収量変動が小さいほど，

分益小作契約が選択される確率が高い」という観察事実は，分益小作に関する危険

分担仮説と取引費用仮説いずれの仮説とも非整合的であった。

本稿では，観察事実を整合的に解釈するために期待効用仮説の現実妥当性を地主

と小作農を対象としたリスク・ゲームのフィールド実験により検証した。

その結果，期待効用理論よりもプロスペクト理論の方が，被験者の危険回避行動

をより良く説明すること，危険回避度は資産と負の関係にあり，小作農の損失回避

度が高いほど，相対的危険回避度が大きいほど，さらに，収量変動が小さいほど，

分益小作契約が選択される傾向にあることが明らかとなり，中部ジャワ農村での観

察事実は，プロスペクト理論により説明可能であることが示された。

キーワード 期待効用仮説，プロスペクト理論，分益小作，リスク・ゲーム
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した。

これに対して，Rao [1971] はインドの事例にもとづき，タバコのような収量変動が大き

い作物の場合に定額小作が選好される傾向があるという，危険分担仮説とは矛盾する事例を

示し，Allen and Lueck [1992], [1993] は，リスク分担は分益小作が選好される主要な動機

ではなく，収穫量をごまかそうという誘因が抑制されているという条件のもとで，小作農に

よる農地の過剰利用を抑制するための取引費用を削減するために選択されるとし，現代アメ

リカの農地貸借に関する資料を用いて，小作農の資産規模や収量変動の大きさが，小作契約

形態の選択に影響しないことを示した。また，Prendergast [2002] は，彼らの主張を裏付け

る厳密な理論モデルを提示している。

Ackerberg and Botticini [2002] は，Allen and Lueck による「小作農の資産規模や収量変

動の大きさが，小作契約形態の選択に影響しない」という結果は，地主と小作農間の

“endogenous maching” を考慮していないことによる内生性バイアスによってもたらされた

ものであり，この問題を操作変数を用いることによって修正すれば，より収量変動の大きな

作物を選択する場合ほど，分益小作契約が選好されることを示し，リスクと生産活動へのイ

ンセンティブの負の関係を支持した。しかし，もし，分益小作契約の場合に，定額小作に比

べて小作農の生産インセンティブが小さくない場合には，この推論は成立しない。

Dubois [2002] は，リスク分担と農地の肥沃度を両方考慮した動学的な最適契約のモデル

を用い，リスク分担仮説と取引費用仮説のいずれが重要かをフィピリンのデータを用いて検

証し，農地過剰使用の誘因が大きいトウモロコシ作の場合は分益小作契約が選択され，農地

の資産価値が大きい場合ほど生産誘因の大きな定額小作が選択される傾向があることから，

双方の仮説とも単独では現実を説明できないと結論付けた。これも，分益小作の生産インセ

ンティブ抑制効果が前提であるが，この点についての検証は行われていない。

一方，Pandey [2004] は，近代的・伝統的様々な技術と小作形態との関係について分析し，

リスク分担とモラル・ハザードを考慮した Stiglitz らの Principal-agent モデルを支持する結

果を得ている。インドを初めとする南アジアでは，分益小作の方が生産インセンティブが抑

制される傾向があるが，そうでない場合には，この論理は成立しない。

Fukunaga and Huffman [2008] は,地主，小作農個々の属性が小作契約形態の選択に影響す

ることを理論的に説明した Huffman and Just [2004] による研究を踏まえ，現代アメリカの

データを用い，地主と小作農の個人属性をコントロールした選択モデルにより，個人属性間

の “matching” を考慮したうえで，リスク分担機能仮説，取引費用仮説双方を支持する結果

を得ている。

以上のように，期待効用理論を前提に，小作農が危険回避的で，地主が危険中立的，ある

いは，より危険回避的でない場合には，分益小作契約が選択されるという，危険分担仮説に
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ついては，様々な検証が行われてきたが，結論は得られておらず，分益小作契約の生産意欲

効果を暗黙の前提にした点に問題がある。

ところで，小農的生産様式が特徴的で，地主・小作農間の個人的関係により小作農による

モラル・ハザードが抑制され易いと考えられる東南アジアにおいては（原 [2002]， 8 章)，

分益小作契約が必ずしも生産意欲を阻害するという証拠は見出されていない (Sadoulet et al.

[1997], Fukui et al. [2002])。

Miwa and Fukui [2008] は，このような地主・小作関係をも考慮に入れた上で，ジャワ農

村における調査データを用い，危険分担仮説，取引費用仮説，有限責任制 (Laffont and

Matoussi [1995]）などの諸仮説を検証し，小作農の危険回避度が大きいほど，収量変動

（危険）が小さいほど，分益小作が選択されやすいという分析結果を得た。

前者は，期待効用理論における DARA (Decreasing Absolute Risk Aversion) 仮説と整合的

であるが取引費用仮説とは整合的でない。一方，後者は，取引費用仮説と整合的であるが，

小作農がより危険回避的である場合の期待効用理論とは整合的でない。また，永井 [2009]

は，Miwa and Fukui と同じデータを用い，分益小作契約の場合，定額小作契約の場合より

も生産効率が低いという事実は見出せないという，小作農が過剰投入を抑制するために分益

小作契約が選好されるという取引費用仮説とは矛盾する分析結果を得ている。

いずれにせよ，期待効用理論にもとづき，危険回避的小作農と，小作農より危険回避的で

ない地主を前提にした場合，以上のような観察事実は理論的に説明できない。

本稿では，Miwa and Fukui [2008] で得られた実証研究の結果を理解するために，危険分

担仮説が前提にしている期待効用理論の妥当性を検討する。期待効用理論に関しては，途上

国を対象にしたフィールド実験により，所得や資産と危険回避度との間に正の関係が見出さ

れるという，DARAと整合的な実験結果が報告されている一方 (Wik et al. [2004], Yesuf and

Bluffstone [2007])，整合的でないという結果も多く報告されている (Binswanger [1980],

Mosley and Verschoor [2005], Nielsen [2001] など)。また，Harrison et al. [2005], Humphrey

and Verschoor [2004a][2004b], Tanaka et al. [2007] は，期待効用理論と，それに代わる理

論として注目を集めているプロスペクト理論のいずれがより現実的かについて実験ゲームに

より検証しているが，Harrison et al. 以外は，プロスペクト理論を支持する結果を示してい

る (Camerer [2000] によるサーベイも参照)。

本稿の課題は，期待効用理論と，その代替的理論として注目を集め，Miwa and Fukui に

よる分析結果と理論的には説明可能であると考えられる（ 2節参照）プロスペクト理論の適

用可能性を，実験ゲームにより検証することにある。そのために，Miwa and Fukui と同じ，

中部ジャワ農村地域における地主，小作農を対象に，Tanaka et al. で用いられたリスク・ゲ

ームの手法を応用し，二つの理論の相対的妥当性を検証する。
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以下では，まず， 2 節において，プロスペクト理論によって，Miwa and Fukui の観察事

実が論理的には説明可能であることを明らかにし， 3節で，本稿で用いる実験ゲームの手法

について説明すると同時に，分析結果にもとづき，いずれの理論が現実をよりよく説明しう

るかを検討する。そして最後に，主要な分析結果を要約し，今後の課題について述べたい。

2 DARA 仮説，取引費用仮説とプロスペクト理論

ここでは，プロスペクト理論の枠組みで，1)小作農は資産規模が小さいほどリスク回避的

（分益小作契約を選好する）であり，2)リスクが大きいほど分益小作契約を選好するという

仮説が説明可能であるか否かを，簡単な数値例を用いて検討する。

そのために本稿では，Tanaka et al. が援用した，プロスペクト理論と整合的で，Prelec

[1998] による以下のようなよりフレキシブルな確率加重関数�（・）と価値関数�（・）と

で構成される目的関数�（・）を小作農について仮定する。

�����������
��������������������������，または，�	�	� の場合。

�������������������	�	� の場合。


�������

ここで，
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����	 �	��


�������
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���は，確率変数 ���が生起する確率，
は，損失回避係数，�は，確率加重関数のパ

ラメーターを，それぞれ表す。

また，収穫量，リスク，収益性，小作農の行動原理に関しては実態を踏まえ，以下のよう

に仮定する。

1．生産環境は，豊作と不作の可能性しかなく，①リスクが小さい場合は，豊作であれば

生産量＝ 5，不作であれば生産量＝ 2，②リスクが大きい場合は期待収穫量も大きいと

仮定し，豊作であれば生産量＝ 9，不作の場合は生産量＝ 2とし，生起する確率は，そ

れぞれ，0.8，0.2とする。
1)

2 ．定額小作料は 2，分益小作料率は0.5とする。

3 ．土地以外の生産要素費用は一定で，リスクが大きい場合は1.5，リスクが小さい場合

は 1とする。

4．�については，Tanaka et al. 本稿の実験ゲームで得られた平均値に近い，�＝0.7 を，

	については，0.4，0.6，0.7のケースを検討する。

5．小作農は，上述の目的関数を最大にする小作契約形態を選好する。

ここで，	は，プロスペクト理論における感応度逓減性を示すパラメーターであり，感応

度逓減性は�が正の領域では危険回避の程度を，負の領域では危険追及の程度を，それぞ
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れ示す。�は価値関数の凸性を示し（したがって，���が価値関数の凹性を示す)，その値

が小さいほど危険回避度が大きい（危険追求度が大きい）と考えられる。したがって，期待

所得が正という条件のもとで，資産規模と�の間に正の関係があるのであれば，1)の仮説

を満たし得ることになる。資産規模と�の関係についての検証は 3 節の実証研究に委ねら

れる。

次に，この数値例を用い，�についての 3ケースと，リスクが小さい場合，大きい場合と

について小作農の目的関数の値の大きさを比較する。表 1に示された結果から，危険回避度

�����と損失回避係数�が，比較的小さいと，リスク，期待収穫量が大きい場合に定額小

作が選好される可能性が高まることがわかる。

以上のように，プロスペクト理論は，小作農は資産規模が大きいほど，リスクが大きいほ

ど定額小作契約を選好する傾向があるという，Miwa and Fukui による観察事実を説明しう

ることがわかる。

3 実 証 分 析

3.1 リスク実験の方法

ここでは期待効用理論と，その代替的理論であるプロスペクト理論の相対的妥当性を実験

ゲームにより検証し，分析結果にもとづき，いずれの理論が現実をよりよく説明しうるかを

検討する。分析には，Miwa and Fukui (2008) と同じ中部ジャワ農村にて地主と小作を対象

とし，2007年に収集した家計の資産や特徴に関するデータ，および，2008年に実施したリス

ク実験で得られた結果を用いる。

実験ゲームには，Tanaka et al. (2007) と同様の手法を用いた。参加者は，表 2 から表 4

に示すような35のくじセットそれぞれについて，選択肢Ａ，Ｂの内，自分が参加したい方を

1つ選ぶ。35セットの内，実際に行うくじセットは 1つのみであり，参加者が35セット全て

の選択を終えてから，どのくじセットを行うかということを 1から35の抽選で無作為に決定

する（参加者はこの点について事前に説明を受ける)。その後，各参加者が 1 から10のくじ

を引き，その結果に応じて自分が予め選択しておいたくじ（ＡもしくはＢ）の定める額を受

け取る（シリーズ 3のくじセットを行う場合には支払うこともある)。例えば，抽選により
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表 1 リスクの大きさと選好される小作契約形態

�=0.4 �=0.6 �=0.7
�=1 �＝1.5 �＝3.5 �=1 �＝1.5 �＝3.5 �=1 �＝1.5 �＝3.5

リスク小 分益 分益 分益 分益 分益 分益 定額 分益 分益
リスク大 定額 分益 分益 定額 定額 分益 定額 定額 定額



くじセット 7が実際に行われることになり，参加者が選択肢Ａを選んでいた場合は，参加者

が 1 から 3 の番号を引けば20,000ルピアを受け取り， 4 から10の番号を引けば5,000ルピア

を受け取ることになる。
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表 2 シリーズ 1（くじセット 1～14）

選択肢Ａ 選択肢Ｂ

1
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 34,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

2
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 37,500 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

3
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 41,500 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

4
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 46,500 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

5
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 53,250 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

6
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 62,500 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

7
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 75,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

8
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 92,500 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

9
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 110,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

10
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 150,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

11
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 200,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

12
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 300,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

13
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 500,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

14
Rp 20,000 if

Rp 5,000 if

①②③

④⑤⑥⑦⑧⑨⑩

Rp 850,000 if

Rp 2,500 if

①

②③④⑤⑥⑦⑧⑨⑩
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表 3 シリーズ 2（くじセット15～28）

選択肢Ａ 選択肢Ｂ

15
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 27,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

16
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 28,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

17
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 29,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

18
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 30,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

19
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 31,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

20
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 32,500 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

21
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 34,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

22
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 36,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

23
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 38,500 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

24
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 41,500 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

25
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 45,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

26
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 50,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

27
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 55,000 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩

28
Rp 20,000 if

Rp 15,000 if

①②③④⑤⑥⑦⑧⑨

⑩

Rp 56,500 if

Rp 2,500 if

①②③④⑤⑥⑦

⑧⑨⑩



35セットのくじは 3つのシリーズから構成されており， 2節におけるプロスペクト理論の

パラメーター (�，�，�) が計算できるように，Tanaka et al. (2007) によって，当選の確率

と額が注意深く組み合わせられている。例としてシリーズ 1について見ると，選択Ａについ

てはくじ 1 から14までは確率と当選額が一定（30％の確率で Rp. 20,000 が当たり，70％の

確率で Rp. 5,000 が当たる）だが，選択肢Ｂは, くじセット14に近づくにつれ，当選額の期

待値が大きくなっている。したがって，多くの参加者は，はじめのいくつかの選択では選択

肢Ａを選ぶが，くじ 1から14のどこかで選択肢Ｂにスイッチすると考えられる（始めからく

じＢを選ぶ，あるいは最後までくじＡを選ぶことも可)。このスイッチポイントが参加者の

リスク選好を反映していると想定すると，シリーズ 1のスイッチポイントとシリーズ 2のス

イッチポイントから，確率加重関数のウェイト�と目的関数の凸性を示す�を計算するこ

とができる。また，シリーズ 3の選択肢には損失結果（当選した場合に参加者は支払をする）

が含まれるが，このスイッチポイントからは，損失回避係数�の近似値が得られる。
2)

3.2 プロスペクト理論の妥当性

まず，実験結果を用いてプロスペクト理論の妥当性を検証する。前節で示したプロスペク

ト理論の目的関数は，パラメーター�および�が 1 である場合には，期待効用仮説と一致

する。したがって，�＝1，�＝1 という仮説を検証し，仮説が支持される場合には期待効用
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表 4 シリーズ 3（くじセット29～35）

選択肢Ａ 選択肢Ｂ

29
受け取り Rp 12,500 if

支払い Rp 2,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 10,500 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

30
受け取り Rp 2,000 if

支払い Rp 2,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 10,500 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

31
受け取り Rp 500 if

支払い Rp 2,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 10,500 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

32
受け取り Rp 500 if

支払い Rp 2,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 8,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

33
受け取り Rp 500 if

支払い Rp 4,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 8,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

34
受け取り Rp 500 if

支払い Rp 4,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 7,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

35
受け取り Rp 500 if

支払い Rp 4,000 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩

受け取り Rp 15,000 if

支払い Rp 5,500 if

①②③④⑤

⑥⑦⑧⑨⑩



仮説が支持され，棄却される場合にはプロスペクト理論が妥当となる。

表 5に示すように，実験結果をもとに各パラメーターを算出すると，標本全体での平均値

は �＝0.41，�＝0.68，�＝4.25となり，�＝1 および �＝1 という仮説はいずれも統計的に有

意に棄却される（�検定，有意水準 1％)。したがって，期待効用理論よりもプロスペクト

理論の方が，調査地における農民のリスク選好を説明するといえる。

地主と小作農のリスク選好の違いについて各サブグループの平均値をみると，地主および

小作の�は0.45および0.39である。この結果は，小作農の方がリスク回避的な傾向があるこ

とを示しているが，その差は統計学的には有意ではない（両者が等しいという帰無仮説を�

検定した場合の P値は0.216)。また，客観確率が決定に対して持つ重みを示す�については，

地主と小作農の推計値はそれぞれ0.64，0.71であり，地主の方が，確率がごく低い場合に重

みが大きくなる傾向がある。しかし，その差は統計学的には有意ではない（P値は0.258)。

損失回避係数の�については，地主の平均値が3.74であるのに対し小作農は4.54と高い値で

あり，平均値では小作農の方が損失回避的であることが示された（P値は0.089であり10％

水準で統計学的に有意な差である)。

3.3 資産規模がリスク回避度に与える影響

次に,「資産規模が小さいほどリスク回避的である」という仮説を検証するため，リスク

回避性を示すパラメーターである�の決定要因について，以下の OLS推計を行う。

������������������ ���

������������������������ ���

ここで，�は家長の年齢や性別，家族労働者数，被扶養家族数といった家計特性を示す

変数群であり，�は家計資産を示す（推計に用いた説明変数の定義は表 6に示す通り)。ま

た，��	，は	式の定数であり，��	，��	，��	はそれぞれ，家計特性を示す変数，家計資産，

家計資産の 2乗項の係数を表し，�	は誤差項である。前節の議論より，資産規模が�に十分
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表 5 リスク選好と家計資産

標本全体 地主 小作農

標本数（家計） 173 60 107
�：感応度逓減性 0.41 (0.39) 0.45 (0.38) 0.39 (0.40)
�：価値関数のウェイト 0.68 (0.28) 0.64 (0.29) 0.71 (0.27)
�：損失回避度 4.25 (3.74) 3.74 (3.50) 4.54 (3.83)
家計資産（億ルピア） 0.21 (0.36) 0.39 (0.53) 0.10 (0.14)

出所：2007年および2008年調査結果より筆者作成
注 1：地主・小作農両方の役割で小作契約のあるサンプルは各分類には含まれない。
注 2：各項の数値は平均値であり，括弧内は標準偏差を示す。



大きな負の影響を与えなければ絶対的危険回避度は資産の減少関数となるため，以下では

��が非負である否かについて検証をする。

表 7の 1 列目に示す推計結果をみると，�と資産との間に負の関係はなく，係数は正であ

る。また， 2 列目の結果をみると，資産の係数が正 (���＝0.429) であり，資産の 2 乗項の

係数が負 (���＝－0.179) であることから，�と資産の間には，資産保有高が高くなるにつれ

�も高くなり，約1.23億ルピアを頂点として�が低下するという，逆Ｕ字型の関係にあるこ
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表 6 リスク指標�の推計に用いる変数の定義

変数名 定義 平均値 標準偏差

家長の年齢 家長の年齢（歳） 55.44 13.15
家長の性別 家長が女性である場合に 1をとるダミー変数 0.10 0.30
家長の教育年数 家長の教育年数（年） 7.57 4.61
労働者数 家族内の労働者数（人） 2.41 1.00
被扶養家族数 被扶養家族の人数（人） 1.56 1.34
資産 土地・家屋を除く家計資産の保有額（億ルピア） 0.21 0.36
集落 集落Ａ～Ｈについて 1をとるダミー変数 － －

出所：筆者作成

表 7 リスク指標�の OLS推計

� �
係数 P値 係数 P値

定数 0.921 0.09* 0.963 0.07*
家長の年齢 0.000 0.99 －0.002 0.90
家長の年齢二乗 0.000 0.87 0.000 0.76
家長の性別 －0.086 0.42 －0.085 0.42
労働者数 0.044 0.15 0.035 0.25
被扶養家族数 －0.013 0.59 －0.015 0.52
資産 0.100 0.23 0.429 0.03**

資産二乗 －0.179 0.07*
集落Ａ －0.704 0.07* －0.721 0.06*
集落Ｂ －0.607 0.12 －0.613 0.11
集落Ｃ －1.027 0.01** －1.021 0.01**

集落Ｄ －0.484 0.22 －0.530 0.18
集落Ｅ －0.682 0.08* －0.699 0.07*
集落Ｆ －0.690 0.08* －0.703 0.07*
集落Ｇ －0.747 0.06* －0.774 0.05**

集落Ｈ －0.783 0.07* －0.797 0.06*
標本数 173 173
決定係数 0.118 0.136
修正済み決定係数 0.040 0.060

出所：2007年および2008年調査結果より筆者作成
注 1：被説明変数はリスク指標�

注 2：* は10％水準で有意であることを，** は 5％で有意であることを，それぞれ示す。



とがわかる。
3)
ここで，資産の標本平均値が0.21億ルピア（頂点である1.23億ルピアより大幅

に小さい値）であり，多くの標本家計の資産保有額が1.23億ルピアより低いことより，標本

家計については�と資産との間に正の関係があり，その相関度は資産保有高が高まるにつ

れ低下すると解釈できる。ここで，期待農業所得が正の領域では (1－�) が相対的危険回避

度に対応するので，この結果は，期待農業所得が正という現実的なケースにおいて，相対的

危険回避度が資産と負の関係にあることを意味し，前節で示した「小作農は資産規模が小さ

いほど危険の小さな分益小作契約を選好する」という理論仮説と整合的である。

3.4 リスクの大きさと小作契約

最後に，リスクの大きさと小作契約について,「危険回避度 (1－�) と損失回避係数�が

比較的小さいと，リスクが大きい場合に定額小作が選好される可能性が高まる」という仮説

を検証する。そのため，定額小作か分益小作かという契約選択について，リスク指標（�お

よび�）とリスクの大きさを説明変数とするプロビット推計を行う。

�����������������	��
�	������� ���

�����������������	��
�	������� ���

( 3 )式ではリスク指標として�を説明変数に使用し，( 4 )式では�を用いる。ここで，�

は分益小作契約をとる場合に 1 ，定額小作契約をとる場合に 0 となる変数である。������と

�	��
�	は地主と小作農の損失回避係数を示し，ベクトル�は契約決定に影響のあるコントロ

ール変数（契約農地の収量変動リスク，契約期間，有限責任制の有無，地主・小作間での親

族関係の有無）を含む。リスク指標の定義については前述の通りであり，それ以外の説明変

数については定義を表 8 にまとめる。��は定数，��，��および��は上記の説明変数に関す

る係数である。( 3 )式も( 2 )式と同様であるが，リスク指標として�ではなく�を使用し

ている点が異なる。

推計結果（表 9 ）は，仮説と整合的である。式( 3 )の結果は，小作の�に関する係数が

正であり，�が大きいほど分益小作を選択する可能性が高まるという仮説を支持している。

また，式( 4 )の結果には，小作農のσが小さい（リスク回避度が大きい）ほど，分益小作を
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表 8 契約選択の推計に用いる変数の定義

変数名 定義 平均値 標準偏差

収量変動リスク 2007年の雨期，乾期Ⅰ，乾期Ⅱの収量（トン/ha）の標準偏差 1.05 1.40

契約期間 2007年までに経過した契約期間（年） 11.53 10.01

有限責任制 不作の場合に小作料の免除がある場合に 1をとるダミー変数 0.27 0.45

親族 地主・小作農間に親族関係がある場合に 1をとるダミー変数 0.34 0.47

出所：筆者作成



選択するという，�と分益小作選択の負の相関がみられる。さらに，( 3 )式と( 4 )式，いず

れの場合でも，収量変動リスクが大きいほど定額小作を選択する可能性が高まるという，

Miwa and Fukui (2008) の観察事実と整合的であり，本稿の仮説を支持する結果が得られた。

4 おわりに 要約と含意

分益小作契約が選好される要因を説明する多くの仮説が提案されてきた。中でも，危険分

担仮説と取引費用仮説という相反する仮説の検証は，多くの研究の対象となってきたが，福

井らが行った，中部ジャワ農村のデータを用いた分析結果は，いずれの仮説とも非整合的で

あった。

本稿では，実証分析の結果を整合的に解釈するために期待効用仮説の現実妥当性を地主と

小作農を対象としたリスク・ゲームのフィールド実験により検証した。

その結果，期待効用理論に代わる行動仮説として提唱されているプロスペクト理論が，被

験者の危険回避行動をより良く説明することが明らかとなった。

また，各被験者のリスク対応を規定する危険回避度，損失回避度のパラメーターの推計値

と家計特性，集落特性に関連した変数との関係，および，これらのパラメーターと小作契約

形態との関係を回帰分析により検証したところ，危険回避度は資産と負の関係にあり，小作

農の損失回避度が高いほど，相対的危険回避度が大きいほど，さらに，収量変動が小さいほ
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表 9 契約選択とリスク選好に関するプロビット推計

� �

係数 P値 係数 P値

地主� －0.005 0.90
小作農� 0.073 0.04**

地主� 0.211 0.60
小作農� －0.529 0.10*
収量変動リスク －0.257 0.00*** －0.234 0.01**

契約期間 0.052 0.05** 0.045 0.06*
有限責任制 1.026 0.02** 0.880 0.03**

親族 －0.060 0.83 －0.031 0.97
定数 0.390 0.26 0.860 0.91**

標本数 164 164
予測確率 0.841 0.835
修正済決定係数 0.158 0.151
対数尤度 －58.9121 －59.485

出所：2007年および2008年調査結果より筆者作成
注 1：被説明変数：0＝定額（26組)，1＝分益小作 (138組）
注 2：*は10％水準で有意であることを，**は 5％で有意であることを，***は 1％で有意で

あることをそれぞれ示す。



ど，分益小作契約が選択される傾向にあることが明らかとなった。

以上の分析結果は，中部ジャワ農村で観察された，小作農の資産規模が小さいほど，収量

変動が小さいほど，分益小作契約が選択される確率が高いという観察事実は，プロスペクト

理論により説明可能であることを示している。

むろん，調査方法，計量経済的分析手法には改善の余地があり，プロスペクト理論にもと

づく厳密な分益小作の選択理論が構築されていないなど，今後の課題はあるものの，期待効

用理論にもとづく，従来の分益小作論を再検討する必要があることを示唆したという意味で，

本稿の意義は大きいと考える。

注

1) 調査地域では定額小作契約の場合の方が，経営面積，年間作付け回数ともに大きい。

2) �および�は，Tanaka et al. (2007) の TableA. 1 より得られる。また，�の近似値は，Tanaka

et al. (2007) の table 3 に示す�の取りうる値の範囲を基に算出した。その際，標本を 3 つのグ

ループ (①��0.4，②0.4���0.8，③��0.8) に分け，それぞれ①�＝0.2，②�＝0.6，③�＝1 の

λの範囲について，くじセット29は上限値，30から34は中央値，35は下限値を近似値として用い

た。

3) Ｕ字型の頂点における資産の値は，0.429/(0.179×2)≒1.23より算出。
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